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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、非営利組織のディスクロージャー拡充に必要不可欠な会計理論について、
体系的に整理・検討し再構築することにあった。
本研究の主な成果は次の２点である。（1）日本における非営利組織の開示情報と資源提供者の行動の関係について財
務諸表情報を通じて実証研究を行った結果、情報開示の充実度と収益に占める寄付金（寄付金比率）の間には統計上有
意な関係は見出されなかったが、非営利組織の提供する情報の一部については寄付金比率との間に統計上有意な関係が
認められた。（2）非営利組織の法人所得課税について優遇税制との指摘があるが、検討の結果、現行税制のもとでは
優遇措置とは位置付けられないことが明らかとなった。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this research is to study the present situation (of theories and pr
actices) of not-for-profit accounting and restructure the accounting theory for enhanced disclosure of not
-for-profit accounting.
The main results of this research are these followings; (1) We empirically examined the status quo of the 
relation between not-for-profit organizations' disclosures and donors' behavior in Japan, based on the dec
ision usefulness theory in accounting.  We found the statistical significance on the relation between the 
information of the financial statements and the donation ratio although we did not find the statistical si
gnificance on the relation between the disclosure levels and the donation ration.  (2) We found that the c
orporate income taxation of not-for-profit organizations is not a preferential tax treatment under the pre
sent taxation system in Japan. 
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１．研究開始当初の背景 
 非営利組織のディスクロージャーの拡充
に必要不可欠な会計理論の構築を研究課題
として取り上げ、その体系的研究が必要とさ
れる学術的背景については、次の４点を指摘
することができる。 
 
（1）非営利組織会計の企業会計への接近： 
この問題が、近年の非営利組織会計の議論を
めぐる重要なキーワードであり、後述の事項
に深く関連するものである。従来、非営利組
織会計は資金の収支計算を中心とした受託
責任会計を重視していたが、60 年代半ばには
じまる米国における非営利組織会計の研究
を受けて、企業（営利組織）との異質性では
なく、同質性を前提とした会計すなわち意思
決定有用性に基づく会計へとパラダイムシ
フトをとげた。このパラダイムシフトにより、
発生主義や複式簿記などの企業会計的手法
（企業会計方式）が導入され、非営利組織活
動の業績や効率性などの測定が非営利組織
会計の中心に置かれるようになった（髙橋選
哉「非営利組織会計の研究（1）」『企業会計』
第 61 巻第 3 号、2009 年、108 頁）。 
 
（2）情報作成目的とその用途についての検
討： 非営利組織活動のディスクロージャー
拡充を要望する社会的ニーズは存在し、増大
傾向にあるが、ディスクロージャーの目的や
開示される情報の役割などについてのはっ
きりとした社会的コンセンサスは形成され
ていない。会計情報も同様であり、何の目的
のために会計情報を作成し、開示するのか、
また開示された会計情報が社会においてど
のように利用されるかについての一定のコ
ンセンサスは形成されておらず、検討の余地
が残されている（杉山学・鈴木豊編著『非営
利組織体の会計』中央経済社、2002 年、序
文）。つまり、ディスクロージャーの目的が
何を指向するかによって、非営利組織の会計
システムにおいて作成される会計情報の内
容が大きく異なることになる可能性がある。 
 
（3）企業会計方式導入における計算構造論
的課題： 非営利組織会計に企業会計方式を
用いることを所与とした場合に、当期純利益
（ボトムライン）概念、資本概念（貸借対照
表の貸方概念）といった企業会計上重要な概
念を、非営利組織会計の立場からどのように
理解すればよいのかという計算構造論的課
題が未解決のままである（齋藤真哉「地方自
治体の計算構造」『非営利組織体の会計』213
－227 頁）。 
 
（4）発生主義会計情報と業績評価情報の結
びつき： 企業会計において、発生主義会計
情報は業績評価と不可分の関係にある。端的
にいえば、損益計算書のボトムラインである
利益情報は、業績評価における出発点であり、
その増減要因である収益・費用を分析するこ

とを通じて、当該企業の業績評価を行うこと
が可能である。しかし、非営利組織にはその
ような指標は存在せず、発生主義会計（企業
会計方式）によって算出されるどのような情
報によって、どのような業績評価が可能であ
るかが未解明である（会田一雄「非営利組織
体の業績評価」『非営利組織体の会計』125－
139 頁）。 
 
 非営利組織がその役割（ミッション）を果
たし、社会的存在として活動していくために
は、ディスクロージャーは必須であることは
疑う余地はないが、そのための枠組み作りは、
非営利組織会計研究における喫緊の最重要
課題であると考えられる。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、上述の非営利組織に係る
現状を鑑みて、社会的な存在価値を増大させ
ている非営利組織のディスクロージャー拡
充における会計情報作成の基盤となる会計
理論について、非営利組織活動の環境制約に
大きな影響を与えている課税問題と業績評
価の問題を踏まえたうえで、体系的に整理・
検討し、再構築することによって、わが国の
非営利組織のディスクロージャー拡充を促
進し、非営利組織会計の理論的精緻化に寄与
することにある。 
 
３．研究の方法 
（1）研究課題の分担： 本研究課題の内容
が財務会計、監査、税務会計にまたがってい
ることから、各分野の研究者による共同研究
という形態を採用した。研究テーマは次のと
おりである。 
①非営利組織の財務報告に関する研究 
②非営利組織における計算構造論の研究 
③非営利組織の監査と業績評価（業績監
査）の研究 

④非営利組織における税務の研究 
 
（2）文献研究による研究課題の基盤整備お
よび理論的検討： 本研究では、各研究テー
マの担当者は、文献研究を通じて、各々の分
担領域の制度体系を整理するとともに、制度
における問題点や課題を明らかにし、研究会
において報告を行い、知識と議論の共有化を
行った。この共有化によって、関連・隣接領
域の研究を含めた複眼的視点から理論的検
討を行い、実証研究を行うための仮説を導出
した。 
 
（3）実証研究による理論的検討の確認： 文
献研究を通した制度的検討および理論的検
討から仮説を導出し、実証研究を行った。実
証研究を行うことを通して、本研究の理論的
知見と実際との乖離の度合いなどを確認し
た。 
 
 



４．研究成果 
（1）財務会計／財務報告に関する研究成果 

①  非営利組織に特徴的な取引である寄
付に係る会計について、米国はすでに
会計基準として公表しており、当該基
準についての研究はすでに行われてい
る。しかし、基準化のプロセスにおけ
る議論についての研究は行われていな
かった。公開草案および改訂公開草案
における議論を検討し、企業会計と非
営利組織会計の共通の概念フレームワ
ークをもつに至った米国の非営利組織
の会計処理や会計報告の方向性を明ら
かにした。日本における今後の非営利
組織会計のあり方を検討する上での１
つの考え方であると思われる。 

②  非営利組織会計における固定資産の
無償取得について、企業会計方式を用
いた場合の会計処理の問題について検
討を行い、企業会計において通説とさ
れている会計処理には非営利組織会計
上、多くの議論の余地を残しているこ
とを明らかにし、今後の非営利組織会
計を考える上での問題提議を行った。 

③  日本において、非営利組織のディス
クロージャーが資源提供者（例えば、
寄付者）の行動にどのような影響を与
えているかについて、企業会計におけ
る会計情報の意思決定有用性の考え方
に基づき、実証研究を行った。その結
果、非営利組織の情報開示の充実度と
資源提供者である寄付者の意思決定の
結果として表れる財務情報（寄付金比
率）には統計上有意な関係は見出され
なかったが、非営利組織の財務諸表デ
ータの一部は統計上有意な関係を見出
されている。 

 
（2）監査に関する研究成果 
 公益法人制度改革に着目し、旧公益法人制
度のもとでの監査ニーズと新公益法人制度
のもとでの監査ニーズの所在に着目し、監査
の必要性を考察し、「内部統制の強化・充実」
と「情報の信頼性の担保」を通じた法人の説
明責任の向上に資する監査の重要性を明ら
かにした。現行では一部の公益法人にしか義
務づけられていない監査であるが、今後の検
討課題であることが導きだされた。 
 
（3）税務に関する研究成果 
 非営利組織に係る法人所得課税（いわゆる
公益法人税制）は優遇措置であるとの指摘が
なされるが、本研究課題の検討を通じて、法
人税法が法人擬制説もしくは法人実在説の
いずれの立場によっているかに関わらず、優
遇措置とは位置付けることはできないとの
結論を導きだした。非営利組織のディスクロ
ージャーを考える際に、非営利組織は税制上
の優遇措置を享受しているであるから、非営
利組織は自発的に情報を国民に広く開示す

べきであるとの理論は成り立たないことに
なり、非営利組織がなぜ情報を開示しなけれ
ばならないかについて再考の必要を示して
いる。 
 
（4）今後の課題 
 今回の研究課題において研究担当者の前
に立ちはだかった大きな壁は、日本には非営
利組織の包括的なデータの蓄積がないとい
うことであった。米国では、非営利組織の税
務申告書である Form 990 がデータベース化
されており、研究者はそのデータベースにア
クセスして、様々な研究を行うことができる。
しかし、同じようなデータベースは日本には
存在しない。非営利組織のディスクロージャ
ーの拡充の要請は社会的なものとなってい
ると考えられるが、今後、どのような情報を
開示して行くかを検討するためには、データ
を用いた実証研究は必要不可欠であること
から、非営利組織のデータベース作成が急務
であると思われる。 
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